
ルコスト①＋②　（千円） 4,488 4,445 4,738

単位当たりコスト　（円） 56,810 90,714 67,686

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 拡大

説明 総合評価（課題・方向性）
本事業は、情報支援員が学校と連携を図りながら、東久留米市の地域性や実態を理 社会の情報化を背景に、児童・生徒の通信、情報技術の
解した上で培ってきたノウハウや技術を基に、教育現場のニーズに応じた情報モラ 活用能力が高まる中、教育現場のニーズを踏まえ、専門
ル教育など必要な業務にあたり成果を上げている。この点は委託では補えないと考 的な支援を行う情報教育支援事業は、教員各自の取組で
える。また、事業開始当初から業務については見直し、改善を行っている。現段で は限界がある部分を適切に補い、児童・生徒への教育効
業務の改善に余地はない 果を上げている。特に、デジタル教科書の活用や学校業

務のシステム化が見込まれるため、今後、更に情報支援
員の役割は大きくなる。情報教育のさらなる推進の

　

ため
、情報支援員の増

令

員も含め、現状の体制

和

を強化し、事業

効率性

2

５ 達成度 ３ を拡大して

年

いくことが望ましい。

度

説明
目的達成のための

事

活動や手段として妥当

務

である。学校からの要

事

請や支援の回数が増
加

業

する中、現在の体制で

評

最大限の努力をして対

価

応した。これ以上のコ

表

スト削減は難
しい。
担

(

当教諭の異動や校務支

平

援システムの導入、ホ

成

ームページの更新など

3

、各学校から
支援要請

1

が多くあったため、要

年

請及び支援件数が増加

度

した。

振り返り)
新規/継続

事務事業名 120201 情報教育支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　特別支援教育係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市教育センター学校支援室設置運営要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小・中学校児童・生徒、保護者、教員
対象

事業内容 各学校からの依頼により、市立小・中学校の情報通信技術の普及及び、コンピューター研修の企画運営と情報教

・ 育支援員の派遣を行う。また、教育センターの情報機器や指導教材の開発、保管、貸出などの他、教育委員会指

活動手段 導室主管事業の支援を行う。

目的 市立小・中学校の通信、情報に関する教育活動の充実を図る。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 要請件数 単位 件

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

79 49 70

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 要請に対する支援率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 4,448 4,405 4,695

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 4,448 4,405 4,695

人件費（理論値）②　（千円） 40 40 43

トータ



ト　（円） 2,471,000 2,690,000 2,192,000

目標達成率　（％） 100 100 98

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
音楽鑑賞教室実行委員会を立ち上げて、長年実施してきた中で、現在の内容となっ 音楽の生演奏を実際に聴き、「鑑賞」の体験を積むこと
ており、現状では改善の余地はない。 は、心豊かな児童の育成には欠かすことができない教育

活動であり、この機会を失うことはできない。また、数
少ない小・中学校連合行事であり、実行委員（音楽教諭
）の小・中学校の連携・交流を図る良い機会になってい
る。

効率性 ４ 達成度 ３

説明
市外の会場で実施するため、アクセスに対する経費が必要である。また、小学生の
体力を鑑み、鑑賞後に会場周辺で昼食を取ることができることも会場選定の重要な
要素となっている。近年は、抽選により想定していた日程が確保できず、会場変更
が必要になるなど、厳しい状況下で実行している。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120202 小学校音楽鑑賞教室事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小学校第６学年児童
対象

事業内容 近隣の大規模音楽ホールを借り上げ、東京都交響楽団による演奏を鑑賞。

・ 午前：小学校、午後：中学校　それぞれに曲目を変えて実施。

活動手段

目的 プロのオーケストラによる生演奏を聞く機会を設けて、音楽を愛好する心情と音楽に対する感性を育てるととも

・ に、豊かな情操を養うことを目的とする。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 実施回数 単位 回

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

1 1 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 参加児童数／市立小学校第６学年児童数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 98

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 2,034 2,244 1,724

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 2,034 2,244 1,724

人件費（理論値）②　（千円） 437 446 468

トータルコスト①＋②　（千円） 2,471 2,690 2,192

単位当たりコス



3 468

トータルコスト①＋②　（千円） 4,339 4,225 4,353

単位当たりコスト　（円） 54,924 54,167 49,466

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
事業を委託して実施しており、人材管理や諸手続き等は適切に行われている。 中学校の英語の目標は、コミュニケーション能力の基礎

を養うこととされており、外国人（ＡＬＴ）による英語
学習への支援が重要視されている。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
前年度と同様な形態で実施しており、効率的に実施できている。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120203 外国人による中学校英語教育事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 学習指導要領

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立中学校第１学年から３学年の生徒
対象

事業内容 １学級あたり、中学校で年間１６時間、外国人による英語指導補助員（ＡＬＴ）を派遣する。(平成２５年度ま

・ では中学校年間９時間の実施）

活動手段

目的 外国語を通じて、言語や文化の多様性について体験的に理解を深めるとともに、外国語でのコミュニケーション

・ 能力の育成を図る。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 対象となる学級数 単位 クラス

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

79 78 88

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 外国語のコミュニケーション能力を高めた生徒数／外国人による英語指導を受けた生徒数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 3,906 3,782 3,885

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 3,906 3,782 3,885

人件費（理論値）②　（千円） 433 44



,727

単位当たりコスト　（円） 18,281 19,681 21,861

目標達成率　（％） 95 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
業務に関する手続き・方法については適切に行われており、業務フロー等に改善の 学習指導要領に示されている家庭・地域との連携した教
余地はない。 育活動を充実させることと、体験的な活動を実施するた

めに本事業は非常に重要であり、今後も継続する必要が
ある。

令和２年３月は新型コロナウイルスにより学校が休校等
になったこともあり、活動に影響している。

効率性 ２ 達成度 ３

説明
前年度とほぼ同様の内容で実施してきたが、令和２年３月は新型コロナウイルスの
影響で活動が休止となっているため、実績は低下した。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120204 教育活動支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小・中学校
対象

事業内容 専門的な知識や技能を有する市民に教育活動協力者（ゲストティーチャー）として授業等に参加してもらい、授

・ 業の支援をしてもらう。また、教員養成系の学生に教育活動の支援をしてもらう。

活動手段

目的 学校教育活動の発展的な創意工夫や充実に向け、地域の人材を活用し、学校毎に特色のある授業を実施する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 授業にかかわった教育活動協力者の延べ人数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

96 94 79

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 教育活動協力者を活用した授業を実施した小・中学校数 単位 校

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 20

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 20 20 20

実績値 19 20 20

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 927 1,004 834

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 927 1,004 834

人件費（理論値）②　（千円） 828 846 893

トータルコスト①＋②　（千円） 1,755 1,850 1



6,966 18,477

単位当たりコスト　（円） 1,080,625 652,538 659,893

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
学力調査については、問題作成、採点、集計、各データ作成等を委託しており、改 ・学力調査においては、学力の向上を図るために本市の
善の余地はない。 児童・生徒の発達段階に応じて学力の実態を把握するこ

とは重要である。平成２９年度から実施時期を２月にし
、学習定着度調査とした。実施学年は、小学校第２・４
・６学年と中学校第２学年であり、それぞれ２年間の児
童・生徒一人ひとりの伸び率等実態を把握し、小・中学
校それぞれにおける学力向上に向けた教員の授業改善を
進める。

効率性 ３ 達成度 ３ ・学力パワーアップサポーターにおいては、特色ある教
育活動を実施し、教育活動の質の向上を図るため、多様

説明
な地域人材や専門性の高い技術のある人材を活用するこ

平成２９年度は学力調査実施方法の変更により一時的に委託費用が倍増

　

となったが とは必要で

令

あり、学力向上の視点

和

からもニーズが高まっ

2

、平成３０年度におい

年

ては通常通りの実施と

度

なり、委託費用が減少

事

した。また、学 ている

務

。
力向上指導員が全校

事

配置となった結果、効

業

率性が上昇した形とな

評

っている。 ・なお、平

価

成３０年度から学力向

表

上指導員一人あたりの

(

時間数を半減すること

平

で全校への配置し、平

成

成３１年度
からは、「

3

子供土曜塾事業」と事

1

業統合し、「学力パワ

年

ーアップサポート事業

度

」として拡充を図って

振

いる。

り返り)
新規/継続

事務事業名 120205 学力パワーアップサポート事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小・中学校児童・生徒
対象

事業内容 児童・生徒の発達段階に応じて学力の調査を実施する。また、学習支援を行う学力向上指導員を配置する。

・

活動手段

目的 児童・生徒の発達段階に応じて学力の実態を把握し、授業のきめ細かな工夫・改善に努め、学力の向上を図るた

・ め。また、児童・生徒の学習面や生活面の問題を解消して、安定した学校運営を目指す。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 学力向上指導員人数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

16 26 28

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 指導員が配置となった学校数 単位 校

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 20

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 15 20 20

実績値 15 20 20

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 16,383 16,039 17,500

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 16,383 16,039 17,500

人件費（理論値）②　（千円） 907 927 977

トータルコスト①＋②　（千円） 17,290 1



0

単位当たりコスト　（円） 742 744 843

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
作成における過程等は適切に行われているが、教科用図書改訂に合わせて内容の見 社会科学習において、東久留米市の地域に関する単元の
直しをする必要がある。 学習を確実に充実させるために作成を行っている。

教科用図書改訂に合わせて、内容の見直しを行う必要が
あるが、今後も児童・生徒の東久留米市の地域性を理解
するために副読本の作成は必要である。

効率性 ２ 達成度 ３

説明
前年度は新たな副読本等の作成がなかったが、教科用図書改訂に合わせて内容を見
直す必要は生じる。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120206 社会科副読本作成事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

小学校第３・４学年児童及び中学第１学年生徒
対象

事業内容 社会科副読本作成委員会等で副読本（東久留米市に関する）を作成し、各学校の当該学年に配布。

・

活動手段

目的 小学校第３・４学年、中学第１学年が東久留米市の歴史・地域・市政全般について知り地域理解が深まる。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 社会科副読本作成部数 単位 部

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

2,950 3,010 3,000

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 社会科副読本を配布した児童・生徒数/配布対象学年児童・生徒数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,181 1,208 1,446

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 1,181 1,208 1,446

人件費（理論値）②　（千円） 1,008 1,030 1,084

トータルコスト①＋②　（千円） 2,189 2,238 2,53



10,023 10,283

人件費（理論値）②　（千円） 806 824 869

トータルコスト①＋②　（千円） 10,147 10,847 11,152

単位当たりコスト　（円） 780,538 834,385 857,846

目標達成率　（％） 99 95 89

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
当該事業は委託にて実施しており、適切に行われている。 全小学校に学校司書を配置し、主任学校司書を巡回させ

ることで、学校図書館の「読書センター」「学習センタ
ー」「情報センター」としての機能を充実させることに
つながっている。

効率性 ３ 達成度 ２

説明
・前年度と同様な形態で実施しており、効率的に実施できている。
・学年度末には、新型コロナウイルスの影響で、学校への登校が制限されたまま春
休みに入るなどしたため、学校図書室や貸出図書なども自由に利用できなくなった
ため、実績値は大きく減少している。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120207 小学校図書館運営支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市学校図書館運営指針

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小学校児童
対象

事業内容 全小学校に学校司書を配置し、また主任学校司書を巡回させる。

・

活動手段

目的 小学校の児童の主体的な学習活動を推進するために、全小学校に学校司書を配置し、また主任学校司書を巡回さ

・ せることにより、学校図書館の「読書センター」「学習センター」「情報センター」としての機能を充実させ、

意図 効率的な運営と活発な利用を促進することを目的とする。

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 学校司書を配置した学校数 単位 校

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

13 13 13

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 学校司書勤務日における延べ利用者数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 60,000

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 60,000 60,000 60,000

実績値 59,202 57,126 53,134

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 9,341 10,023 10,283

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 9,341



） 895,286 863,857 889,143

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
業務に関する手続き・方法については、適切に行われており、業務フロー等に改善 宿泊を伴う体験活動は、自然に親しみ、自然を愛する心
の余地はない。 や態度を養うとともに、集団行動を通して規範意識を身

に付ける絶好の機会となっている。また、事前学習等を
実施することにより、児童がそれぞれの課題をもって自
ら学習する力やグループで協力して学ぶ力を養う良い機
会となっており、今後も継続する。

新型コロナウイルスの影響により、「新しい日常」が推

効率性 ３ 達成度 ３ 奨されており、これまでの対応を見直す必要があるかも
しれない。

説明
数年前より実地踏査への同行がなくなったため、事務量についての軽減が図れた。 また、時期や場所の変更を希望する意見もあり、今後検

討課題となる可能性があるが、移動教室事業自体は継続
して実施する。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120208 中学校移動教室事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立中学校第１学年・第３学年生徒
対象

事業内容 スキー教室：１～２月菅平高原スキー場で２泊３日での実施。第１学年生徒対象

・ 修学旅行　：９月に京都・奈良へ２泊３日で実施。第３学年生徒対象

活動手段

目的 生徒の自然等に親しみ愛する心や態度が養われ、心の触れ合いを深めるとともに、協力して集団生活を送る態度

・ を育む。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 実施した学校数 単位 校

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

7 7 7

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事業に参加した生徒数／対象生徒数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 6,065 5,841 6,009

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 6,065 5,841 6,009

人件費（理論値）②　（千円） 202 206 215

トータルコスト①＋②　（千円） 6,267 6,047 6,224

単位当たりコスト　（円



千円） 325 332 351

トータルコスト①＋②　（千円） 2,847 2,863 2,841

単位当たりコスト　（円） 2,053 1,987 6,486

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
毎年継続的に実施する中で改善を図ってきており、これ以上の余地はない。 小学校では、児童の日常生活の中の身近な英語を扱うこ

とに重点を置き、楽しみながら英語に慣れ親しむことが
できるように工夫することが大切である。また、児童が
異文化理解及びコミュニケーション能力の向上を図る学
習活動は重要である。
今後も、小学校英語活動は充実させる必要があり、小学
校５・６年生については、平成２７年度からＡＬＴ活用
事業に移行している。

効率性 １ 達成度 ３

説明
平成２７年度から小学校５・６年生については「外国人による英語教育事業（ＡＬ
Ｔの活用）」に移行したことで費用総額が減額した。
平成３１年度は前年度と同様な形で実施を行ったが、３月に実施を予定している場
合が多かった

　

ため、新型コロナウイ

令

ルスによる登校制限や

和

休校などにより実施で

2

き
なかった学校が多く

年

発生した。

度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120209 小学校英語活動事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 新学習指導要領（文部科学省）・小学校英語活動支援講師認定要領

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小学校第１～４学年児童
対象

事業内容 小学校第１～４学年の１学級あたり、８時間の外国語活動を実施するために英語活動補助指導員を配置する。

・

活動手段

目的 外国語を通じて、言語や文化の多様性について体験的に理解を深めるとともに、外国語でのコミュニケーション

・ 能力の育成を図る。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 外国語活動の実施時間数 単位 時間

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

1,387 1,441 438

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 異文化理解及びコミュニケーション能力が向上した児童数／市立小学校第１～４学年児童 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 2,522 2,531 2,490

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 2,522 2,531 2,490

人件費（理論値）②　（



②　（千円） 13,966 14,165 14,397

単位当たりコスト　（円） 1,074,308 1,089,615 1,107,462

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
移動教室実行委員会を立ち上げて、長年実施し改善を図ってきた中で現在の内容と ・宿泊を伴う体験活動は、自然に親しみ、自然を愛する
なっており、現状では改善の余地はない。 心や態度を養うとともに、集団行動を通して規範意識を

身に付ける絶好の機会となっている。また、事前学習等
を実施することにより、児童がそれぞれの課題をもって
自ら学習する力やグループで協力して学ぶ力を養う良い
機会となっており、今後も継続する。

・新型コロナウイルスの影響により、「新しい日常」が

効率性 ３ 達成度 ３ 推奨されており、これまでの対応を見直す必要があるか
もしれない。

説明
児童一人あたりのコスト面も妥当であり、小学校については地域間交流のある榛名 ・令和２年度は、時期を秋季にずらして実施を検討

　

して
地域を活用し、協

令

力を得ながら連携を図

和

り実施しており、効率

2

的な運営ができてい い

年

るが、新型コロナウイ

度

ルスの感染状況によっ

事

ては中止
る。 の可能性

務

もある。

事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120210 小学校移動教室事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小学校第６学年児童
対象

事業内容 実行委員会でコース等を確認し、実地踏査を行った後に移動教室を実施。全校実施後に実行委員会で報告会を行

・ う。小学校移動教室は5月～7月に榛名にて実施。

活動手段

目的 自然に親しみ愛する心や態度が養われ、心の触れ合いを深めるとともに、協力して集団生活を送る態度を育む。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 実施した学校数 単位 校

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

13 13 13

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 自然に親しみ、集団生活に対する態度を育んだ児童数／市立小学校第６学年児童 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 12,823 12,999 13,168

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 12,823 12,999 13,168

人件費（理論値）②　（千円） 1,143 1,166 1,229

トータルコスト①＋



人件費（理論値）②　（千円） 806 824 869

トータルコスト①＋②　（千円） 5,850 6,227 6,420

単位当たりコスト　（円） 835,714 889,571 917,143

目標達成率　（％） 87 97 63

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
当該事業は委託にて実施しており、適切に行われている ・全小学校に学校司書を配置し、主任学校司書を巡回さ

せることで、学校図書館の「読書センター」「学習セン
ター」「情報センター」としての機能を充実させること
につながっている。

効率性 ３ 達成度 １

説明
・前年度と同様な形態で実施しており、効率的に実施できている。
・学年度末には、新型コロナウイルスの影響で、学校への登校が制限されたまま春
休みに入るなどしたため、学校図書室や貸出図書なども自由に利用できなくなった
ため、実績値は大きく減少している。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120211 中学校図書館運営支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市学校図書館運営指針

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立中学校生徒
対象

事業内容 全中学校に学校司書を配置し、主任学校司書を巡回させる。

・

活動手段

目的 中学校の生徒の主体的な学習活動を推進するために、全中学校に学校司書を配置し、また主任学校司書を巡回さ

・ せることにより、学校図書館の「読書センター」「学習センター」「情報センター」としての機能を充実させ、

意図 効率的な運営と活発な利用を促進することを目的とする。

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 学校司書を配置した学校数 単位 校

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

7 7 7

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 学校司書勤務日における延べ利用者数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 10,000

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 10,000 10,000 10,000

実績値 8,700 9,708 6,275

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 5,044 5,403 5,551

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 5,044 5,403 5,551



性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
採択方法等は、国の規定に基づくものであり、改善の余地はない。 ・教科用図書の採択年は４年に一度であるが、新たに文

部科学大臣の検定を経た教科用図書がある場合は、選定
調査委員会及び資料作成委員会を設置し、教育委員会に
おいて採択しなければならない。

・平成２９年度は小学校、平成３０年度は中学校「特別
の教科　道徳」の採択が行われ、平成３１年度は小学校
の全教科の採択が行われた。

効率性 ２ 達成度 ３
・令和２年度は、令和３年度から使用する中学校の全教

説明
科用図書の採択が実施される予定である。

小学校の全教科の教科用図書の採択が実施されたため、教科用図書選定調査委員会
の開催がなされたため、事業費が増加した。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120212 教科書採択事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小・中学校児童・生徒
対象

事業内容 文部科学省の検定を受けた教科用図書を選定調査委員会で調査して、教育委員会において採択する。

・

活動手段

目的 採択の対象となる教科用図書について、十分調査研究を行い、公正に審議する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 選定調査委員会の開催回数 単位 回

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

3 3 3

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 292 257 295

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 292 257 295

人件費（理論値）②　（千円） 302 309 328

トータルコスト①＋②　（千円） 594 566 623

単位当たりコスト　（円） 198,000 188,667 207,667

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向



（％） 73 75 78

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
業務に関する手続き・方法については、適切に行われている 中学校部活動の活性化、休・廃部の防止、教員の負担軽

減を目的として導入をしており、生徒の実態に応じた指
導を充実させるためには必要不可欠な事業である。

効率性 ３ 達成度 １

説明
教師の働き方改革、地域の人材活用の視点からも継続していく必要があるが、現実
的な問題として人材の確保が難しい。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120213 部活動支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立中学校
対象

事業内容 専門的な知識や技能を有する方を、中学校の部活動外部指導員として従事、支援をしてもらう。

・

活動手段

目的 中学校部活動の活性化、休・廃部の防止、教員の負担軽減を目的として地域の人材を活用し実施する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 部活動外部指導員の人数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

34 33 33

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 教員の負担軽減を図れた時間数 単位 時間

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 3,500

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 3,500 3,500 3,500

実績値 2,555 2,612 2,722

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,334 1,385 1,527

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 1,334 1,385 1,527

人件費（理論値）②　（千円） 223 226 239

トータルコスト①＋②　（千円） 1,557 1,611 1,766

単位当たりコスト　（円） 45,794 48,818 53,515

目標達成率　



成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
副読本の配布についての手順については、適切に実施している 基礎的・基本的な学習内容の定着や発展的な学習を習得

させるため、教科用図書と関連した副読本や補助教材は
、個に応じた指導を実現するために必要である。引き続
き、学校で活用する副読本を精選する。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
生徒一人あたりの上限額を設定しているため、効率性に変化はない。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120214 中学校副読本等に関する事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立中学校生徒
対象

事業内容 生徒の基礎的・基本的な学習内容の定着や発展的な学習等に必要な副読本・補助教材を配布する。

・

活動手段

目的 生徒の基礎的・基本的な学習内容の定着や発展的な学習を推進する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 副読本補助教材を配布した生徒数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

2,700 2,567 2,545

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事業目的を達成した生徒数／副読本補助教材を配布した生徒数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 4,344 4,239 3,779

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 4,344 4,239 3,779

人件費（理論値）②　（千円） 336 343 360

トータルコスト①＋②　（千円） 4,680 4,582 4,139

単位当たりコスト　（円） 1,733 1,785 1,626

目標達



成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
副読本の配布の手順については、適切に実施している。 基礎的・基本的な学習内容の定着や発展的な学習を習得

させるため、教科用図書と関連した副読本や補助教材は
、個に応じた指導を実現するために必要である。引き続
き、学校で活用する副読本を精選する。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
児童一人当たりの上限額を設定しているため、効率性に大きな変化はない。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120215 小学校副読本等に関する事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小学校児童
対象

事業内容 児童の基礎的・基本的な学習内容の定着や発展的な学習等に必要な副読本・補助教材を配布する。

・

活動手段

目的 児童の基礎的・基本的な学習内容の定着や発展的な学習を推進する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 副読本補助教材を配布した児童数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

5,530 5,545 5,521

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事業目的を達成した児童数／副読本補助教材を配布した児童数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 7,701 6,981 7,079

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 7,701 6,981 7,079

人件費（理論値）②　（千円） 806 824 869

トータルコスト①＋②　（千円） 8,507 7,805 7,948

単位当たりコスト　（円） 1,538 1,408 1,440

目標達



ト　（円） 1,965,000 1,974,000 2,362,000

目標達成率　（％） 100 100 99

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
楽鑑賞教室実行委員会を立ち上げて、長年改善を図ってきた中で、現在の内容とな 音楽の生演奏を実際に聴き、「鑑賞」の体験を積むこと
っており、現状では改善の余地はない。 は、心豊かな生徒の育成には欠かすことができない教育

活動であり、この機会を失うことはできない。また、数
少ない小・中学校連合行事であり、実行委員（音楽教諭
）の小・中学校の連携・交流を図る良い機会になってい
る。

効率性 ２ 達成度 ３

説明
・平成３１年度は、開催会場として毎年利用していた施設が使用できなかったため
、急遽別の施設を確保したが、会場までの移動手段が借り上げバスとなったために
事業費が増加した。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120216 中学校音楽鑑賞教室事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立中学校第２学年生徒
対象

事業内容 近隣の大規模音楽ホールを借り上げ、東京都交響楽団による演奏を鑑賞。

・ 午前：小学校、午後：中学校　それぞれに曲目を変えて実施。

活動手段

目的 プロのオーケストラによる生演奏を聞く機会を設けて、音楽を愛好する心情と音楽に対する感性を育てるととも

・ に、豊かな情操を養うことを目的とする。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 実施回数 単位 回

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

1 1 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 参加生徒数／市立中学校第２学年生徒数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 99

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,596 1,596 1,965

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 1,596 1,596 1,965

人件費（理論値）②　（千円） 369 378 397

トータルコスト①＋②　（千円） 1,965 1,974 2,362

単位当たりコス
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単位当たりコスト　（円） 115,357 88,333 106,091

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
業務に関する手続き・方法については適切に行われており、業務フロー等に改善の 海外からの来日者の中で、日本語が理解できないため、
余地はない。 授業内容についていけない児童・生徒への支援は重要で

ある。
訪日外国人は増加の一途を辿っていることもあり、この
数年間で支援が必要な児童・生徒は増加している。その
ため、事業費も増加傾向にあるが、平成３０年度には長
期間従事できない日本語講師がいたため、事業費は減少
した。

効率性 １ 達成度 ３

説明
年々、日本語習得への支援が必要な児童・生徒の増加傾向にある。また該当児童数
は予測できず、児童・生徒に対する支援は早期に実施することが効果的であるため
、年度により増減は発生する。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120217 日本語学習指導事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小・中学校帰国児童・生徒及び外国人児童生徒
対象

事業内容 外国から帰国する児童・生徒又は外国から来日し､市内の小・中学校へ通う日本語の出来ない児童・生徒に対し､

・ 日本語学習指導員を配置して、日本語を指導する。

活動手段

目的 帰国児童・生徒及び外国人児童・生徒が日本語を習得し、授業が理解できるようにする。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 日本語学習指導員配置延べ人数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

14 6 11

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事業目的を達成した児童・生徒数/日本語指導を受けた児童・生徒数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,182 308 700

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 1,182 308 700

人件費（理論値）②　（千円） 433 222 467

トータルコスト①＋②　（千円） 1,615 530 1,



・方向性）
業務に関する手続き・方法については適切に行われている。 低・中学年や特別支援を要する児童等を対象に水泳指導

に支援が必要な方への安全確保を目的として導入してお
り、必要不可欠な事業である。

令和２年度は、新型コロナウイルスによる緊急事態宣言
が発出されるなどして、年度末から新年度にかけて児童
は登校を制限されるなどの状況が続いた。そのため、学
校授業を優先させ、夏休み等は短縮し、プール実習は行

効率性 ３ 達成度 ３ わない予定である。

説明
水泳指導について、体育授業のプール実習は少なかったが、夏季休暇中は前年度と
同様の実施となった。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120218 水泳活動支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小学校
対象

事業内容 専門的な知識や技能を有する方に、体育授業時・夏季休業日中に水泳指導の補助員として従事してもらう。

・

活動手段

目的 児童への安全な水泳指導を確保していくため実施する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 プール指導員・補助員の延べ人数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

49 36 32

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事故発生件数 単位 件

指標の種類 減少を目指す指標 現年度目標値 0

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 0 0 0

実績値 0 0 0

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 815 633 435

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 815 633 435

人件費（理論値）②　（千円） 425 434 458

トータルコスト①＋②　（千円） 1,240 1,067 893

単位当たりコスト　（円） 25,306 29,639 27,906

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題



ルコスト①＋②　（千円） 7,261 7,269 7,302

単位当たりコスト　（円） 125,190 119,164 117,774

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
事業を委託して実施しており、人材管理や諸手続き等は適切に行われている。 ・中学校における英語の目標は、コミュニケーション能

力の基礎を養うこととされており、外国人（ＡＬＴ）に
よる英語学習への支援が重要視されている。なお、平成
２７年度より小学校第５・６学年の外国語活動にもＡＬ
Ｔを導入した。英語の教科化に向け、東京都から英語活
動推進リーダーが配置されている。今後は、内容のさら
なる充実が必要となる。

効率性 ３ 達成度 ３ ・令和２年度からの新学習指導要領により、小学校３・
４学年が外国語活動３５時間、小学校５・６学年が外国

説明
語科７０時間が実施されることとなり、今後さらなる充

前年度と同様な形態で実施しており、効率的に実施できている。 実が必要となる。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120219 外国人による小学校英語教育事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 学習指導要領

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小学校第５・６学年の児童
対象

事業内容 １学級あたり、小学校第５・６学年で３５時間、外国人による英語指導補助員（ＡＬＴ）を派遣する。(小学校

・ は２７年度より実施）

活動手段

目的 外国語を通じて、言語や文化の多様性について体験的に理解を深めるとともに、外国語でのコミュニケーション

・ 能力の育成を図る。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 対象となる学級数 単位 クラス

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

58 61 62

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 外国語のコミュニケーション能力を高めた児童数／外国人による英語指導を受けた児童数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 6,828 6,826 6,835

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 6,828 6,826 6,835

人件費（理論値）②　（千円） 433 443 467

トータ



の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 廃止(完了･統合含む)

説明 総合評価（課題・方向性）
東京都の委託事業であり、改善の余地はない。 ・当該事業を活用することで。理科教育の推進に向けた

施策を進め、理科の基礎学力を定着させていくことが期
待できる。平成３０年度～令和２年度までの継続事業で
ある。

・今後も理数教育の充実は必要であるため、令和３年度
以降の対応の検討が必要である。

効率性 ４ 達成度 ３

説明
東京都からの受託事業であり、事業費は全額東京都負担で実施している。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120220 理科教育支援推進事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (世田谷区、目黒区、八王子市、立川市 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立全小・中学校
対象

事業内容 各校における理科使用物品の整備や科学実験教室の開催を行う。

・

活動手段

目的 理科教育の推進に向けた施策を進め、理科の基礎学力を定着させていくことを目的とする。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 指定を受けた学校数 単位 校

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

0 20 20

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 当該事業にかかわった児童・生徒数／対象児童・生徒数 単位 %

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 未実施 100 100

実績値 未実施 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 0 4,981 4,358

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 4,981 4,358

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 0 372 393

トータルコスト①＋②　（千円） 0 5,353 4,751

単位当たりコスト　（円） － 267,650 237,550

目標達成率　（％） － 100 100

評価

業務フローに改善


